





























































1960 1970 1980 1990
GDPアメリカ 43 38 25 24
日　本 4 8 10 13
EC 24 26 30 27
輸　出
アメリカ 18 19 15 20
日　本 3 8 9 8
EC 25 18 18 22
ハイテク製品輸出
アメリカ 34 36 25 19
日　本 6 17 20 29
EC 46 48 38 33
対外直接投資
アメリカ 52 55 47 31
日　本 1 3 4 15
EC 35 28 32 38
対内直接投資
アメリカ・ 11 10 19 28
日　本 n．a． 1 1 1



























1960 1970 1980 1990
アメリカ人投資家の外国資産）
直接投資 6．2 7．4 7．9 7．6
ポートフォリオ投資2） 1．9 2．1 2．3 4．1
合　計 8ユ 9．5 10．2 11．7
外国人投資家のアメリカ資産’）
直接投資 1．3 1．3 3．0 7．3
ポートフォリオ投資3） 1．9 3．4 2．7 8．6


















































1985 57．8 7．6 8．4 09 44．9 1．6














































































































関連企業 非関連企業 関連企業 非関連企業
1960 590 248 35 40
1965 u99 336 68 68
1970 1，620 583 111 114
1975 3，526 759 241 192
1980 5，695 1，170 515 245
1985 4，123 1，700 467 280
1990 11β46 3，446 1，621 1，023
出所：Hufbauer（1992）p。　l　l3．
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正が行われたことが改正の背景の要因として指摘されている。また，政治的要因については，財
務省やIRSが，外資系企業が同業の内国企業と比べて十分な税を支払っていないという批判を
議会から継続的に受けていたことが指摘されている。これらのことが原因となり，旧規則が改正
され，利益重視のアブW一チへの移行をもたらしたのである。
　ところで，ハフバウアーは移転価格問題の解決についてどのような提言を行っているのであろ
うか。彼は，事前確認制度とECで行われている仲裁措置を結びつけたものを提案すべきである
としている（19）。アメリカのアプローチでは，事前確認制度は，条約相手国の税務当局を含み，移
転価格の疑問や費用分担取決めにまで及ぶ拡大したものとなっている。このアプローチの下では，
企業は参加している税務当局に，例えば5年間にわたり適用が予想されるその企業向けの事前確
認のためのガイドラインを考案するよう要求できる。企業がそのガイドラインに合意できない場
合には，国際的な仲裁措置が設定される。また，事前確認の合意の結果は，他の納税者の有効な
ガイダンスとなるので，企業の記録の秘密性を維持するために簡潔なフォームまたは要約された
フォームで公表されるであろう。
　彼が提案するのは，拘束力のある仲裁制度である。彼は，ECやアメリカ・ドイツ租税条約に
おいて採用された仲裁制度をモデルとして考えているようである。ECやアメリカ・ドイツ租税
条約において採用される前に，シャウプ（Carl　Shoup）によって同じ案が検討・提案されてい
た（20）。もっとも，不確実性や誤った合意からの救済のために合意の制度化を行うことは，事前な
いしは事後の合意が一定の事実関係のもとに拘束力を与えられているようなアメリカやドイツの
ような法制度をもつ国においてはなじみやすい理論であろう（21）。しかしながら，仲裁制度におい
ては，移転価格税制における知的財産権に代表されるような無形資産問題のように今後，検討す
べき点も少なくない。
むすびにかえて
　以上のように，パフバウァーは，アメリカの国際競争力回復のための国際課税政策として，国
際的な事業に関する所得について外国税額控除を廃止し領域に基づいた課税，すなわちヨーロッ
パ型の国外課税免除への移行を軸に議論を展開している。その議論は，国際課税のルールを書き
換えてでも，自国の税収を増大させようとする姿勢がうかがえる部分がある。ハフバウアーや彼
と主張を同じくする論者は，自国の多国籍企業が縦横無尽に海外市場を駆け巡っていたアメリカ
の黄金時代を懐古し，そのような時代の再来を願ってやまなかったのであろう。そうしたことが
背景にあり，その主張は，国際課税のルールに協調するものではなく，むしろ自らの国益追及を
前面に押し出す形となったことは否定できないのである。アメリカが，自らが維持発展させてき
た国際租税秩序を自ら破壊し，新しいルールを作ることはある意味で合理的であるということが
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できるかもしれない。しかしながら，アメリカは自らの国益追求のために国際租税秩序の維持を
忘れて，世界経済におけるアメリカの責任を放棄するような形の振る舞いは許されることではな
かろう。
　90年代前半のクリントン政権下でのアメリカの対外租税政策は「戦略的租税政策」と称され，
外資系企業をターゲットとした課税強化が行われた。外資系多国籍企業に対する情報提供義務や
移転価格の罰則の強化といった政策は，所得源泉地課税強化の方向へその流れを変えたのであ
る（22）。国内源泉を増やす意図でソース・ルールの変更が行われた。それは，政治的な要求と結び
つき，多国籍企業を自国系と外資系に分類し，外資系の企業に対する課税強化につながったので
ある（23）。また，移転価格の罰則強化は，外資系多国籍企業において，移転価格税制を適用される
おそれのある所得をアメリカの源泉とするインセンティブとなった。
　今日のアメリカ経済は，景気の長期拡大により財政収支は黒字を記録するまでになっている。
アメリカは，現在も資本輸入国のままであり，その経済構造は，実物投資よりも金融関連の投資
が主流となり，それが旺盛な消費を支えているといった歪んだものである。景気が後退し，再び
莫大な財政赤字が記録されようになれば，アメリカは世界経済における自らの責任を放棄し，無
形資産や金融の取引に関して国益追求の対外租税政策を展開し，それに合わせて，再度，国際課
税ルールを変更するような動きをとるかもしれない。
　今日，グローバライゼーションの拡大は，世界経済の相互依存関係をますます深くしている。
国際取引の増大にともない，各国の税制も税制のハーモナイゼーションに対応した制度の導入が
不可避となる。そうしたことから，制度の設計及び租税政策を検討する上で，国内のみならず国
際課税上の問題を分析することが重要である。ハフバウアーの国際課税政策の検討は，無形資産
に関するアメリカの今後の対外租税政策のみならず，国際課税制度の設計を考える上での示唆を
与えてくれるかもしれない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）　黒田（1998），中里（1998）を参照されたい。また，小林（1998）では，理論的見地および制度的
　　見地から，特に移転価格税制に関する国際課税政策を考察，検討している。
（2）　国際課税レジームについては，Eden（1998）pp．69－83を参照されたい。
（3）黒田（1998）296－97頁
（4）　米国の外国税額控除制度の概略については，拙稿（1998）を参照されたい。
（5）　中里（1998）229－30頁
（6）　中里（1998）235頁
（7）　直接投資の定義について，ハフバウアーはアメリカ企業の株式を外国の企業や外国に住む人，外国
　　の関連企業グループが10％以上所有する目的で行われたものを直接投資とし，それ以外の私的な投
　　資をポートフォリオ投資としている。H：ufbauer（1992）p．63。また，村上睦氏は，経営に直接携わ
　　ることを目的としていないものをポートフォリオ投資として定義している。村上（1998）150－51頁。
（8）　Hufbauer（1992）p．67
（9）　Hufbauer（1992）p．68
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（10）　Hufbauer（1992）pp．71－76
（11）　Hufbauer（1992）p．95
（12）　Hufbauer（1992）pp．99－100
（13）水野（1995）37頁
（14）　Hufbauer（1992）p．137
（15）　Hufbauer（1992）pp．145－46
（16）　Eden　（1998）　p．410
（17）小林（1998）12頁
（18）矢内（1999）25－26頁
（19）　Hufbauer（1992）p．150
（20）村上（1996）181－89頁および水野（1998）を参照されたい。
（21）　水野（1995）87頁
（22）村上（1998）163頁
（23）小林・小野島（1999）を参照されたい。この研究では，モデルを使った分析でパフバウアーの推計
　　とは反対の結果が示されている。
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